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はじめに
戦後の日本経済が他の先進諸国に比べて，花々しい成長を遂げてきたことは他に類をみな
い。その中で一つの解答となる労働分配率について，ここではとりあげていく。それは経済
成長が貯蓄率に依存し，さらに貯蓄率は分配率および一定の分配率のもとにおける消費性向
の大きさに依存しているからである。
おおよそ一国の生産物は，資本，土地，労働に分配される。そのうち一般的にはこの労働
への相対的な分け前のことを労働分配率とL、ぅ。これは付加価値額のうち，労働者が賃金な
どの形で受け取る分け前の割合で示される。だが分配率は，普通に考えられている以上にむ
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ずかしく複雑なのである。
そこで，先ず労働分配率の測定方法から追求してL、かねばならない。
く1>労働分配率の測定方法
測定方法は国民所得中の労働所得の比率をとる方法と企業の付加価値中の賃金の比率をと
る方法の二つに大別される。
前者をさらに二つに分けて，国民所得中の雇用者所得比率をとる場合を(1)，国民所得中の
雇用者所得プラス個人業主の労働所得比率をとる場合を(2)とする。また，後者も二つに分け
て，直接法人企業統計を用いて，法人の付加価値中の人件費比率をみる法人企業ベースを
ゆ.)，工業統計表をつかって製造工業の付加価値に対する現金給与総額で，労働分配率を表わ
す工業統計表ベースを(会)，として分けることができる。
現在，わが国における付加価値及び賃金統計の代表的なものとしては，次のものがあげら
れる。
?????
?????↑??
??
?
? ?
?
??
????????」
?????
????????
?
?
????
?↑? ?? ?
? ?
???????????????
?
? ー 」?
?????
??????
????
??? ?
?
????????
?
???
?
?
? ? ? ?
? ?
???
? ???
?????
??
???
?
??
?
?
?
??
?
?
?
?
「?
??? ??。??? ??
???????
?
?????????
? 」? ?
???
?? ??
???
?????
??? ?? ? ?
(1) 通産省「工業統計調査」
(2) 日本生産性本部「付加価値分析」
ゆ) 大蔵省「法人企業統計年報」
(ω 日本銀行「主要企業経営分析」
これらの諸統計の聞には付加価値及び
賃金の構成内容，カヴァレヅシや計算方
法が各種統計によりそれぞれ異なり，し
たがって分配率も異なったかたちで現わ
れる。がここでは先記にあげた測定方法
の(1}-(ωまでについて実際の数値をあげ
てその相違を説明する。
国民所得中の雇用者所得(賃金・俸給〉
の比率を表わす(1)の場合は，個人経常の
商広や工場，農家などの個人業主の所得
は，資本所得と労働所得の混合所得であ
り，そのために賃金，俸給に個人業主の
所得をプラスしなければ本当の労働分配
率とはし、L、がたい欠点がある。この欠点
を補ったものが(2)である。ここで個人業
主の労働所得は法人企業の付加価値中の労働所得と同じと仮定して，雇用者所得をプラスし
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た比率を示している。(めは大蔵省の法人企業統計を用いて，付加価値中の人件費比率をみた
ものであり，削は通産省の工業統計表を使って製造工業の付加価値に対する現金給与総額で
労働分配率を示したものである。
この第 1表によると， (2)， (3)の数値は過去15年間大きな変化はみられず，不変の状態をつ
づけているが，刷によると， 34.9%と低下の傾向がみられる。これは(会)が事業所ベースであ
るため，分子に福利費や本社職員の給与等が含まれず，分母には，固定資産税，運賃，保険
料，倉庫料，販売費，広告費，交際費等の各種の営業経費，利子以外の営業外経費が含まれ
ているためで‘ある。がこれは，分子には労働分配分となるべきものが含まれず，分母には所
ここで-得分配の対象とならないものを付加価値として含めているとしづ欠点があるから，、， 
は， (2)かゆを用いるのが適当である。
これらの測定方法による統計数値を国際間の比較に用いる場合にまず問題となるのは付加
したカヴァレッジや計算方法が各種統計によりそれぞれ異なり，価値及び賃金の構成内容，
がって分配率も異なったものとなって現われることである。がここでは各々の異った概念に
ついては触れることは紙面の余裕がないので， (2)の場合に合わせて比較するために個人業主
所得のうち労働分配分を加える下記の式を用いて推計する。
雇用者所得十個人業主所得xα
国民所得
α I履旦ヨ雪所費一一
国民所得一個人業主所得
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一ーカルドア理論投資率と成長率く2>
日本の労働分配当絡は非常に低く，第2表に示されるように23位(1967年)，であり，他は開
しかしこれは経済成長率が高く投資が盛んな時期に発途上国が肩を並べて後に続いている。
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は下がるという「逆相関関係」があるために，日本のような国では低くなるわけで，今後は
経済成長率も幾分低下することが予想されるために，分配率も上昇する方向に向うと考えら
れる。また，労働分配率は景気変動の影響をうけ，好況期には利潤がふえるために労働分配
率は低下し不況期には，利潤が減るために労働分配本は上昇する傾向があると言い換える
こともできる。
これを，カルドアの理論1)で説明すると，利潤比率と投資比本との聞には，次のような関
係式がある。
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上式がカルドアの基本方程式である。カルドアは，社会階級を資本家階級と労働者階級に
区別し，その階級の差異は，かれの貯蓄率の相違によってなされている。所得は賃金と利潤
に分配される。
Y三 W+P
資本家貯蓄を Sρ=stP，労働者貯蓄を Sw=swWとおくと，総貯蓄Sは
S=swW+stP 
貯蓄投資的均衡の条件式として
l=S=swW+sρP 
両辺をYで割ると
1 ~__W .=<P =sw':; +5ρ T --Y . -，.-Y 
彼のモテ';レでは，投資所得比率は外生変数とされている。各貯蓄率を所与とすれば，経済
の貯蓄率は所得分配率に依存する。上式より，
P 1 1 Sw 
Y sρ-sw Y st-主w
利潤分配率は，明らかに各階級の貯蓄率と投資所得比率に依存する。
さらに上式を賃金分配率の決定を示す式に変形すると
ー ?
???
?
? ?
?
?? ??
? ? ?
? ? ??? ?
?
?
各貯蓄率を一定にすると，ljYの上昇は WjYを引下げる。
1 ) N. Kaldor: Alternative Theories of Dist ribution， R. E日tu司 1リ51.
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すなわち，抄や swが不変だと仮定すると，利潤比率 P/Yは，まったく投資比率 J/Y
によって決定される。もしこの仮定が現実にも大体あてはまるならば，上記の式から明らか
なように，投資比率が上昇すれば， その 1/ゆーれu倍だけ利潤比率を高め，逆に投資比率
の低ドは同じ倍率で利潤比率を低くするから，国民所得中の投資の割合を引上げることが，
利潤比ギと高める原悶となる。下記の(凶-a)がそれを示しているO
第 1 図
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第l図(b)について説明を加えると，経済成長率と固定投資比率との聞にはプラスの相闘が
みられ，固定投資比率が高い国ほど成長率が高い，ということがし、える。成長率が同じであ
れば，開発途上国よりも工業国の方が固定投資比率が高まる傾向がある。つまり，成長率を
I弱めようとすれば.より多くの投資が必要であり，また，労働力の余燃の少ない先進工業国
ほど労働から資本への代替が高まることを意味する。国際的にみた場合，以上のことがし、え
w る。更に例えば，開発途上国においては')7が非常に小さしそれが上昇すると')7が極端
に Fがって (st-sw)の差が大きくなる。一般的にいって， 分配率が労働者に有利になる
と極端に投資Iが小さくなり，資本蓄積ができなくなる。したがって，経済発展が鈍化し，
政策的には政府は消費財に使える分配分を少なくする政策をとる。逆に，先進国では Sω が
非常に上昇してくるのに比べて，stはあまり変化しなL、。そこで，賃-金が上昇するのに投
資は変化しないということが起ってくるのである。
また，上式は現実には賃金からも貯蓄が行われるので，仮定の貯蓄は利潤からのみ行われ
るというカルドアのモテ守ルはもう少し複雑になるが，それでも，投資比率が高いほど資本分
配本が高く，労働分配率は低いという関係は変らない。そうだとすると，所jにも述べたよう
2) Ferguson， C. E:“Theories of Distribntion and Relative Shares" ]ahrf. f. Nationalok u. Stat. Ba. 
17fi. 196.1. pp. 23-3fi. pp. 
--li - 労働分配率の決定式力ニズム(1隈)
に，日本のように投資比率が高い国では労働分配本が低いのはあたり IIjで. ~ 、くら賃金を引
上げてみても，投資比率が高い限り労働分配率を高めることはできない， とL、う結論にな
る。つまり，賃金を引上げることが分配率を引上げるとL、う常識論は簡単には成立しないと
いうことである。それは個々の企業では妥当であっても，経済全体でみる場合，機械化の本
が高まったり，投資比率が変化したり，いろいろの影響が生じ司かえって分配当幹がドがるこ
ともあるので， ミクロ的な議論は必ずしも正しいとはいえない。
く3>賃金率の決定要因
先記に賃金率の引き上げは労働分配率の上昇に一義的に対応しないということを述べた j 
が，ただ，賃金の引き上げは労働力市場の需給パランスが逼迫している場合には司労働分配
率の上昇につながることが多L、。しかしそれは，生産物価格の引き上げを招くかも知れな
い。それにまた，企業の投資決定を変化させ，新しい技術の採択を行ない，それが労働力市
場の需給バランスを労働の側にとって不利になるとL、う結果になる。
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出所:日銀「主要企業経常分析」
賃金率の変化と労働分配率の変化との聞には，投資率，技術進歩率，及びその他の諸要因
が介在する。つまり，労働組合の交渉力，したがって，社会的勢力は投資支出の大きさ，資
本装備率，技術進歩率といった所得分配本を規定する諸変数の動きの中に反映されている。
さて，将来の日本の賃金と経済成長との関係について考えながら，労働力の問題，労働時
間の問題，さらに分配率の問題について考えてL、く場合，賃金の長期的動向をみる場合，賃
金決定のメカニズム，その制度的側面、賃金構造などに注目しなければならなL、。賃金の決
定要因は一般の物価と同じように基本的には
需給関係によって決定される。ただし，それ
は一般の商品に比べて，供給が硬直的である
ところに特徴がある。もう一つの決定要因
は，労働組合と経営者の交渉力であり，前者
を労働市場要因，後者を労使関係要因とい
う。
政府が用いている中期経済モテソレは，この
両者を組み合せて賃金決定関数の仮説をたて
ている。さて，ここで政府の用いるマクロモ
テールの賃金関数は
w=6.87-3.3U 
( Yc+Ac ¥ +O.39Pc+O.59( 一一一一~" ) ¥Y + A /-1 
であり，これによって短期の賃金決定要因
を説明すると，
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第3表わが国における投資率と生産性上昇率2)
(全産業， %) 
l設備投資率 lZ空主事
昭和31年
32 
33 
34 
35 
36 
1.4 
A 0.3 
21.0 
A 4.5 
10.5 
6.0 
9.8 
12.3 
2.4 
7.5 
*投資率の指標としては，民間企業による設備投
資比率の対前年度比をとった。出所.経企庁
「国民所得統計年報」
*労働生産性上昇率は，就業者一人当り実質国民
総生産の対前年度比の数値で，全産業の計数で
ある。出所1"向上J2)横井弘美，所得分配
率の理論と実証， 202~206，日本評論社， 1970 
第3図 賃金と労働生産性
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出所:労働者「毎月勤労統計調査」
日本生産性本部「季刊生産性統計」
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U.....失業率
pc……消費者物価
(η+A ~) 国民所得に占める法人所得の割合，Y + A /-1 
6.87……日本経済の中にどルトインされている定数
(Uの係数の前にマイナスが付いているのは Uが高ければwを下げる方向に動くことを
示し，サフィックスー1は一期前を表わす〉
上式の右辺の第2項は労働市場要因であり，第3，第4項は労働関係要因である。この式 ょ
によると，失業率が1動けば，賃金上昇率が3.3動くことを意味している。また，消費者物
価上昇の影響は1ポイントに対して0.39ポイントの影響を与えることを示している。さらに
法人所得の影響については0.59ポイントの差がある。
次に経済成長は賃金にどう影響するかというと，過去10%の実質経済成長に対して，一人
当り雇用者所得の伸びは13%であったものを，成長率が変わると，雇用者所得はどうなるか
を試算すると，第4表で示されるとおり，実質成長率が8.5%では雇用者所得の伸びは10.8
%， 10.8%~;こ対しては12.8% ， 12.8%に対しては14.1%となっている。この試算で，成長率
が 1ポイント動くと，一人当たり雇用者所得が0.9ポイント動くことを表わしている。
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これは，将来の賃金上昇テンポを予想する場合の一つのメド7こなる。
また，労働力の問題はどうかというと，過去の経済成長を約10%とすると，労働力の寄与
がこのうちの 1%強，残りの9%は生産性の向上であった。今後，日本経済が構造変化をと
げていくとしても，第3図で示されているように， 7--8%の生産性の向上は可能であろう
が，労働力は生産年齢人口の減少だけでなく，進学率の上昇がこれを減少させざるをえない
であろう。
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また賃金上昇率にどう影響さらに，労働時間短縮の問題が経済成長率とどう関連するか，
ということが問題になってくる。するか，
第4図は1967年の時点で21ヶ国の労働時間と一人当り国民所得から経済の発展段階と労働
時間との関連をみようとするものである。
労働時間と l人当り国民所得(1967年21カ同〉
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新経済社会発展計画では，昭和50年の 1人当り国民所得を2，700ドルと予測しているが，
この第4図に当てはめると労働時聞は週約40時間ということになる。アメリカの経済成長の
成果はその%が労働時間の短縮に向けられ， ?3が所得の増大に向けられてきたといわれてい
経済成長の成果の封。以下しか労働時間の短縮に向けられていな
日本などは勤勉な国民性を示してい
開発途上国では，る一方，
スイス，オランダ，いといわれている。図から言うと，
る。
この労働時間短縮問題が加わると，今後の経済成長率はさきの想定よりも 1ポイント程度
低くなるであろう。よってこれらを考慮すると，賃金上昇率も10%を切ることはないとして
も現在よりは低下して， 12-13%程度になることが予測される。
最後に，賃金率の決定要因として，分配率の問題があるが，分配率は国民所得に占める雇
用者所得+個人業主の労働所得の比率であるが，先進諸国の80%に対して日本は70%と低位
これは経済成長率が高く投資が盛んな時期には下がるという 「逆相関関係」があにあるカし
日本では成長率の低干ド
が見込まれているため，分配率も上昇する方向に向うことが考えられる。
日本や台湾のような国では低くなるわけであるが，今後，るために，
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第3章分現率と成長率
一日本の分配率低位を説明する諸理論←
だがしかし労働分配率が高くなっても，そのために資本分配率が下がり，資本蓄積率が
落ち，経済成長が鈍っては賃金上昇率も低くなってしまう。つまり，第1章の最後に述べた
ように，一時点における生産物の分け前をふやすというより静態的な目標は，長期的に賃金
引き上げを最大にするとL、う動態的な目標と一致するとは限らないということに注意しなけ
ればならない。
分配率と成長率との聞にはっきりした関係があることを証明することはできないが(第2
図〉のとおり，分配率が高いイギリスなどでは，成長率は低く，分配率が低い日本，韓国，
台湾などでは成長率が高いように，両者は逆になる場合が多い，このことは第2表の順位を
逆にしたものが成長率の順位としてみることをおおよそ妥当であることを物語っているし，
カルドアのモテール式にも妥当性を与えている。 しかし分配率が低L、から成長率が高いの
か，またその逆なのかとし、う因果関係はいろいろな見方が成り立つであろう。
第5図 (1967) (1960-67)分配率と成長率
% 
10 (労働分自己率) 60 70 80 
イギリス
イタリア
プランス
アメリカ
IJ 本
斡 国
台湾
出所:日銀「圃際比較統計Jより修正作図
イギリスの労働分率配は81%で日本のそれよりも10%高いが，成長率が低いため，実質所
得の増加率は日本の%にすぎなし、。静態的にみるとイギリスの賃金労働者の分け前はより多
くを得ているようであるが，動態的には失うことも多かったわけで、ある。
さて，ここで日本がなぜ第2表に示されてごとく，労働分配率が非常に低位にあるのかを
理論的にいろいろな見方を追っていくことにする。
は) 過剰労働説，これは昭和30年以前まではよく言われていた説である。また，それなり
に妥当性があった。それは，日本は先進諸国に比べて，労働力が過剰気味であり，そのため
、電
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賃金水準は低いとL、う説である。これは，労働生産性があがっても賃金が上がることはな
く，その結果，労働分配率は低くなるということであり，マルクスの理論からすると産業予
備軍の存在が最低生存賃金の線よりも下に押し下げることになるが，この説は以下によって
放棄されねばならなし、。賃金が時間当り OA，雇用数は OF，超過供給量を BC(これが失
業の量)とすると，産業予備軍である BCによって，最低生存賃金が OGよりも下がるこ
とはなし、。もちろん資本や資源の量によって均衡賃金には高低が生じる。
賃
金
A 
G 
O 
D 
S 
第 6 図
S 
D 
F 
労働註
この過剰労働説は，東南アジアなど開発途上国の労働分配率が低いことを説明する場合妥
当性をもちうるが，日本の場合，昭和35年を境にして，労働力の需給パランスは過剰から不
足へと転換したにもかかわらず，労働力の不足が分配率を引き上げる作用をしなかったのか
が説明できなし、。このことによって日本の場合の労働分配率の不変性を説明するのに，過剰
労働が低分配率の原因であるとL、う説は妥当性が薄い。
(2) 独占度理論説，これは独占によって，労働分配率の低さを説明しようとLヴ考え方で
ある。この理論の基本的な分析をカレッキーのモテ‘ルを用いて説明すると 3)。
記号:
W......・・・企業の総賃金支払額
M…・・・・・・総売上高
W+M…総主要費用
不完全競争下の独占企業は設備の完全能力点以下で操業していると考えられるから，平均
3) kalecki. M : selected essayo on the dynamics of the capitalst economy， 1971. 
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主要費用は不変であって， さらに企業の短期限界主要費用に等しくなると考えてよし、。故
に，カレッキーは基本的な前提条件として，企業の短期限界費用を一定と仮定する。企業の
価格形成は，この主要費用に一定率の利潤の加算率をつけ加えて，すなわち，マーク・アッ
プをつけ加えて行われているとみるが，価格形成におけるフル・ユスト理論の立場である。
この平均主要費用に対するマーク・アップ比率をhと書き，これを“独占度"とよぶ，その時
k(W+M)4)………総売上高
k(W+M)ー (W+M)
=(k-l)(W+M)ー・・・・・・・粗利潤
このように考えると，国民所得Yは
Y=W+(k-l)(W+β1) 
故に，賃金の分配率 WjYは，
W W 1 
Y W+Ck+l)(W+M) l+(k-l)(i+l) 
(i=彰一…慨上ーす
上式を一つの因果式として考えると，賃金の分配率 WjYは，独占度hと，賃金総額に
対する総売上高の比率 i~こ依存する。そして賃金の相対的分け前は彼によると，上式によっ
て，kが大なるほど，又，賃金総額と総売上高との聞の交換条件tが高いほど，生産労働者
の分け前は小となる。
以上が独占度理論の基本的な展開であるが，言い換えると，企業が独占で価格を引き上げ
る結果，資本分配率が高くなり，労働分配率が低下するというわけである。たしかに上式か
らしても，企業の価格支配力が労働分配率に影響をもつことは否定できなL、。
がしかし上の結論からすると日本の労働分配率の低位は先進諸国に比べて企業の独占度
が高い，ということになる。ここで，日本の企業聞の過当競争を考えてみると，とてもイギ
リスやアメリカの企業に比べて，日本の企業の独占度が高いとするのはほとんど妥当性をも
たない。
制限界生産力説， (1)， (2)に対しこ(3)はもっと単純である。先記に従って基本的な理論の
展開からはじめる。
限界生産力説は初めから製品産出量X，が労働投入量L，と資本設備投入量Kとの双方に
依存することを認めて，生産関数を，
X=X(K， L) 
4)主要費用をこえる利潤マージンは kが大なるほど大である。
、
，" 
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として出発する。限界生産力説で企業行動を説明する生産者均衡の理論では，企業が，
π=R-C， R=ρLY， C=Lw+Kr 
のように定義される利潤πを極大にするような生産を行なうものとしている。
R....・・売上収入， p...製品価格
w...賃金率， r……単位資本費
いま， ωが所与であるとすると， Lに関してπを極大にする条件を求めれば，
BR BC !竺=0の条件として = を得るがBL -~ VJA'II '-- '-' ~ BL BL 
BR dR BX_ BC 
百r-亙x百L、百L-W 
であるから，利潤極大のためには
dR BX 
dX 百r-w
dR . ~ "'" ，.. ~ a XE支は限界収入(金額)， ーは労働の物的限界生産力である。Lであることが要請される。
から，上式の左辺は労働の価値限界生産性となり，利潤極大の均衡条件として「労働の価値
限界生産力が賃金に一致する」という命題が導かれる。
具体的には，限界生産力説によると，労働の分配率が低いのは労働をふやしても生産があ
まりふえないからだとするのである。仮りに，労働を 1%ふやした時に，生産物が0.7%ふ
え，資本を1%ふやした時に，生産物が0.3%ふえるというようなものであれば，労働分配
率は70%となる。それ以上労働に分配すると企業は損になるが，叉，それ以下の分配率にす
ることも企業聞の競争があるから， それもできず， 結局， 分配率は， 労働の生産の弾力性
(労働を 1%ふやした時の生産の増加率〉に等しいところに落着くというのが限界生産力説
の分配理論なのである。
こう考えてくると， 日本の労働分配率が先進諸外国に比べて低いのは，生産弾力性が小さ
いという結論になってくる。
(第2図(b))をみてもわかるとおり，労働分配率を引上げるために賃金引上げをしてみて
も，賃金が上がれば企業はそれだけ機械化をすすめるから，結果的には分配率は上昇しない
場合が多い。つまり賃金上昇率と機械化との代替率が前者が大であれば分配率は上がり，後
者が大であれば分配率は下がるのである。 1950年を境にして日本では，後者の場合の性格を
もってきた。つまり，限界生産力説によると，賃金を引上げてみても分配率を高めることは
できず，分配率を上げるためには，労働の生産弾力性を引き上げるより方法がないというこ
とになる。
しカミし， この説にもまだまだ多くの疑問が残るのである。一つには，賃金は労働の限界生
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産物どおり支払われているかどうか。二つには，日本ではなぜ労働の生産弾力性が低いの
か，又賃金上昇は機械化による資本集約度の上昇でちょうど相殺されてしまうのか。三つ
に，技術進歩によって生産性が上昇した場合，その生産物の配分はどうなるのか。など多く
の問題点を残している。
おわりに
第2図に示されているように，先進諸国の労働分配率は高い水準に一定して維持されてい
るが，これは一方において高い消費と低い蓄積という経済の特徴を有している。それが，労
働力不足によるコストインフレを抑制できなくし，その結果，輸出競争力は減退せざるをえ
ない結果をもたらす。先進諸国に比べて低位にある日本の労働分配率は驚異的な経済成長， ら
昭和30年以後の労働力不足を背景とした大幅な賃上げにもかかわらず，一定，あるいはやや
低下の傾向を示している。この傾向をして，今後，労働組合の大幅な賃金引き上げ要求が強
くなることが予想される。そこで，賃金上昇を生産性上昇の限度内にとどめてコストプッシ
ュの回避をしようと説くミードの“break.even"pointの考え方にしても 5) 個別企業のコ
ストの観点からするかぎりは，もし労働分配率が一定に維持され，賃金が生産性に見合って
上昇するならば，物価上昇の要因はない。しかし，仮にもし，一定に維持される分配率の水
準自体が高ければ，有効需要の伸び率が供給能力の伸び率を上回るから，物価はマクロ的な
市場面，需給バランス面から上昇し，インフレが発生する。逆の場合は，デフレが発生し，
一定分配率の維持一生産性に見合うだけの賃金引上げも安定成長を保証することはできない。
このように，労働組合が独占力を発揮して賃金引き上げによるコストプッシュの回避こそ
が経済政策の最も大きな課題である。
4) Meade. J. E:An Introduction 10 EconmicAnalysis and Policy. 1937. 
日本銀行:国際比較統計
:主要企業経営分析
経済企画庁:国民生活白書
:新経済社会発展計画
:消費者動向予測調査
:国民所得統計年報
労 働 省:毎月勤労統計調査
日本生産性本部:付加価値分析
:季刊生産性統計
総理府統計局:労働力調査報告
通 産 省:工業統計調査
大 蔵 省:法人企業統計年報
引用した統計数値資料
